














三浦 光哉 (山形大学、 宮城教育大学特別支援教育総合研究センタキ員研究員)
1 .はじめに
文部科学省は、 2003年 3月に『今後の特別支援教育の在り方について(最終報告)~、































り組みを実施じてきたかについて示した O その結果、 「自校における教育相談Jが 89
% (31校)と最も多かった。次いで、 「研修会・学習会での講師や助言jが 80%(28校)、
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た O その結果、「配置している」が 46%(16校)、
「同様な役職を配置している」が 31%(11校)、




















新事業の展開 組織の改革 ! 
11見 9覧!
改革」が 90/0(3校)、 「新事業の実施Jが 11 図3竺校組織や事業の転手 l 





体的な取り組みの内容を示したのが図 4と図 5である O組織の改革の内容については、
17校中、 「地域支援部、支援委員会等の新設」が 82%(14校)で最も多く、次いで「相
談室やセンターの開設」が 35%(6校)、 「専門教師の配置Jが 12%(2校)であった O
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附属養護学校では、図 5にも示されているように 63%が地域の保育園、幼稚園、小




から 20%(7校)と半減した O また、 1 1 '"-' 

















小学校が 377回 (53%) 、中
学校が 52回(7 %)、高校な |平成15年度
どその他が 90回 (13%)であ
























































ーター」がその役割を担うことになる D 調査結果により、附属養護学校では 78%が特
別支援教育コーディネーターあるいは同様の役職を配置している D この数値は、同年
の全国の盲・聾・養護学校の配置率 74% (国立特殊教育総合研究所， 2004) と比較す
ると、若干高い数値となっている O これは、 2003年 4月から始まった「特別支援教育
推進体制モデ、ル事業j で小・中学校に特別支援教育コーディネーターが配置されたこ
とを受けて、附属養護学校が早い段階で校内に特別支援教育コーディネーターを配置
したことによるものと思われる O しかし、現状では、 23%の附属養護学校において、
まだ特別支援教育コーディネーターを配置していなし、さらに、 9%が将来的にも配
























織を明確化したことにより、年々増加する傾向にある O 平成 16年度の年間実績では、










指導力を向上させているケースも見られる o (三浦， 2006;香川大学教育学部特別支





























4) 文部科学省 (2004):小・中学校における LD(学習障害)、 ADHD(注意欠陥/多
動性障害)、高機能自閉症の児童生徒への教育支援体制の整備のためのガイドライン
(試案)
5) 三浦光哉 (2006) : r障害児研究室と附属養護学校の協働による特別な教育的ニ
ーズ児への通級指導の実践的研究J、平成 17年度日本教育大学協会研究助成報告書.
-45-
